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③ 1948年のセメ γ ト協会事件の判決 (FTCり Ceme叫 Instit叫 e，333 u. S 
683)以来，斯業の市場行動と市場成果にどのような変化が現われたか。






1902年 AtlasPortland Cement Comp によってはじめて採用された土いわ
れるが'"その後事業者団体 (tradeassociation)の活動と結びついて，複式
基準地点制 (multiplebasing point system) の形をとり， 1916年頃までに
は太平洋岸を除いて全国的に普及するにいたった。斯業における事業者団体と
しては， 1902年に Associationof American Portland Cement Manufactur_ 
ersが結成されており， 1916年には PortlandCement Association と名称
を変更し， 業界の調査・広告活動を行っているが2〉， その頃，少くとも 5つの
地方で事業者団体が設立されている。そのうち代表的なものは， Lehigh Va.l-
1) Whitney， Antitrust Policies， Vol. I. p. 290 
2) FTC. Cement lndustry， p. 102 
32 (32) 第95者第1号









たことは偶然とはL、えない。いわゆる第 1次セメ y ト事件と俗称されている事
件は，これ壱典型的に示すものであった。











Ple Floring 同fγ'5' Ass'n. et al ψ 江月， 268 U. S. 563)の判決の趣胃E
殆んど同様であれそれは事業者団体に対する反トヲスト法のな場を明確に示
している点で，作目に値するものであったの楓床材事件の判決文は次のごとく
3) U. S. v. Cement Manufacturers Protective Ass'n. 294 Fed. 309， 400 
4) CeゅnentManujacturers Prote唱tiveAss'n v. U. S.， 588 

























1929には CementInsti tuteとして再建され， 1930年にはそのメソパーは斯業
5) 268 U. S.， at 605. 
6) Machlup， The Basing少ointSyste酬， p. 76 



























S) lbid.. p. 295 
9) Ibid.， pp. 296-7 










⑧輸入セメ y ト令取扱うディーラーに対するポィコヅトが行われたとと n
連邦取引委員会は明らかにされた以上の事実にもとづき.1943年次の点に関
する共謀行為に対し差止命令 (ceaseand desist ordeりを発した。①基準地
















これを不服とし最高裁判所に提訴し， 1948年最高裁は 6対 1の多数をもって委




















証拠であるというにある。 この考え方は第1次セメ /'1事件のさい Stone判
事の判決の基礎となフたものであるが，その誤解は明白である。たとえすでに
10) Aetna. Portland Cement CQ. v. PTC. 157 F. 2d 533 
























11) TNEC， H.四rings.Part 5. pp. 1862-63. 1911-13 
12) N. C. Rockwood. '‘ Elements of Co~t :in a Barrel of Portland Cement"， Rock 
Products， Vol. 43， January 1940; Samuel M. Loescher. 1:刑(terfectCollusion in 
the Ce1φumt Industrp， p. 64 
13) FTC. lndustrial CO'Y;ρoration Re;ρorts: Summary 1940 Series， 86 Industry Gro-
ups， pp. 27-31 
38 (38) 第95巻第1号
びることになる(事実不況のたび毎にセメ V ト企業の破産・集中が進んだ























14) Bain， Barrieys to New Comtetifion. p. 253; Kaplan， S加allBusiness: Its Place 
and P:印。lems，p. 84 
15) Samuel M. Loescher， 0，ρ cit.， pp. 39-43 
アメリカセメソト工業の基準地点制について (39) 39 
第1表 セメント工業における生産能力の稼動率(操業度〉
年度I%l年度 I% I年度 1助|年度 I% I年度! 0/， I 
1909 I 77.2 I 1920 I 75.9 I 1930 I 66.3 I 1940 I 56.8 I 1950 I 93.2 
10 87.1 21 76.1 31 51.3 41 73.6 51 96.8 
11 7.6 22 87.2 32 31.4 42 81.5 52 97.3 
12 82.6 23 94.4 33 26.3 43 61.0 53 100.7 
13 88.3 24 94.8 34 32.9 44 41.8 54 101.4 
14 84.6 25 92.8 35 32.5 45 46.9 55 104.6 
15 73.5 26 84.9 36 49.0 46 75.2 
16 75.9 27 84.7 37 50.6 47 83.2 
17 75.4 28 80.4 38 45.8 48 89.6 
18 57.4 29 73.2 39 52.9 49 89.8 
19 66.9 
Sources: u. S. Geological Survey， 1げineralResou1'ces 01 the U. 5.， 
and U. S. Dureau of Minc9， Minerals Yea品 00k; Loescher， 
Impe'l'fect Collusion問 theCe附 ntIndust叩.pp. 168-9 
際的方法を探すことは当然であり，それは，①価格の個人的差別，②価格の
地域的差別という形壱とることになる。まず①は，工場・オフィ月・ピル・住




















であり，⑧セメ γ トの他材に対する代替は， 少くとも短期間では大きな要因
とはなιず， ③セメ y トは建設素材として合まれる製品の総原価中，非常ヒ
















16) 冊えば建築では 4%，遁路舗装では10%をしめたく請す2次大戦前〉。明lhitney，ot. cit.， p. 
289 
17) Fainsod. Gordon， Palamountain， Government and the A間 ericanEconony， p. 585 

























18) J.oescherは斯業における基培地点制の以上のごとき性格に注目して， これを defensive




























20) Loescher， o.ρー αt.，pp. 53-4 
21) Portland Cement Ass'n， Cement an-d Concrete Reference Book. 1954， p. 36 
















年度 コングリ トIア/レプアノレ bセメント|石油アスフアルト
1928 100 100 100 100 
29 116 08 94 87 
30 143 77 90 82 
31 160 104 'l1 67 
32 114 114 64 60 
33 77 1口2 85 75 
34 60 101 98 85 
35 38 68 96 77 
36 42 81 94 78 
37 58 l口9 92 82 
38 48 102 92 71 
39 36 100 94 65 
40 27 127 93 70 
41 31 159 94 75 
註① Source:U. S. Bureau of Mines， Public Roads 






































こうした価格設定方式の変化を生んだ原因は，① 1948年の判決が kメY ト生
産者に対L 目的地で引渡を行う場合，工場f.o. b価格に全運賃をプラスし
た価格で引渡す以外の方法を禁じたものと解されていたこと，⑨判決の時期
がセメ Y トの品不足ξ一致していたこと，の 2点によるものと思われる。特に
22) Loescher， ot.αt.， pp. 72-83. 
23) Whitney， ot. cit."， p. 303 












から，①その後の連邦取引委員会の見解や， 1951年 StandardOil Comp. of 












1941年14.8%. 47年16~も. 48年16.9'1も.49年20.6%. 1954年30.5~も〉町。また工
24) Corwin D. Edwards， The P:円 ceDiscri隅inationLaw. pp.395ー7
25). 26) lbid. 











第 4に前述のごとくセメ Y ト価格が上昇したがこれに伴い利潤率も上昇した
(税引後の純所得の売上高に対する比率は1947年11.5%. 48年14%. 49年15.8













28) Ibid.， p.305 
29) Ibid.. p. 304 
30) Ibid.， p. 308 なお純資産に対する純益の%については， Loescher，暗 cit.，p. 28 を見
よ。
31) Loescher. o.ραt.， pp. 284-8ただし1954年以後の拡究はかなり急速である。



























I 1四!即 I1悶 1附
lJniversal A tla旦 CementCo 13 14.2 14.9 10.5 
Lehigh portland Cement Co 11 8.6 12.0 7.9 
Lone Star Cement Co 7 6.6 7.0 7.9 
lriflo'l.1 Cement Co 3 3.5 3.4 7.6 
Penn-Dixie Cement Co 5 4.6 5.1 4.9 
Marquette Cement Mfg. Co 3 2.7 4.2 4.7 
General Cement C口 3 3.8 3.8 4.7 
Alpha Cement Co 5 5.0 5.0 3.4 
8 社小計 50 49.0 55.4 51.6 
全 産 業 100 100 100 100 
Sources ①J. F. Weston， Th/!. Role 01 Met'ger 同 th，
Gグ叩thof Laγ'ge Fi附 S，p. 40 
① S. N. Whitncy， "1包t山 ustPolicies， VoL. II， 
p. 31.5 
32) Whitney， 0ρ cit 
33) 1939年一54年の価格上昇はセメソト，建築用鋼材，レンガ，木村はそれぞれ.82. 98. 189. 
144，使用車はそれぞれ123，118. 44， 34とな司てし喝。 Whitney.0，ρ cit.， p. 319 も
48 (48 ) 第95巻第1号
少，価格競争の復活，過剰設備の減少等の望ましい市場行動と市場成果がみら
れるが，それはセメソト需要のコ Y月タソトな増大を背景としており，それを
どの程度まで基準地点制廃止の効果に帰せしめることができるかは，かならず
しも明白ではなし、。
多くの反トラスト法問題の処理がそうであったごとし基準地点制はそれを
もはや業界が必要としない時期において廃止された。いなむしろそうした時期
においてはじめて.50年近〈も合法的に行われてきた基準地点制の違法性が確
定した点に，われわれは反トラスト政策の性格壱反映す志問題処理のー典型を
見出すのである O
